






















　バブル崩壊後の 1995 年から増え続けていた生活保護受給者の人数が，2008 年のリーマンショッ
ク後，さらに急増した。経済状況の悪化によって，失業者が増えると，生活保護受給者も増える。







た。与野党協議により両案が一本化され，子どもの貧困対策法（１）が 2013 年 6 月に成立し，2014 年
1 月から施行された。
　議員立法に先立って，先進国の中で日本の子どもの貧困率が高く，特に母子家庭など，ひとり親


































108 頁，「なくそう！子どもの貧困」全国ネットワーク「「子どもの貧困対策法」制定に関する要望」2013 年 3 月 6
日〈http://end-childpoverty.jp/wp-content/uploads/2013/03/20130306taisakuhou_youbousyo.pdf〉2016 年 10 月 22





















画」策定の努力義務が課された（9 条）。2017 年 3 月までに，すべての都道府県で「子どもの貧困
対策計画」が策定される予定である。









（３）　第 183 回国会衆議院厚生労働委員会議録（2013） 第 20 号，46 頁。
（４）　法律名が「子ども」であるのに，大綱で「子供」という表記を使っていることについて，「本大綱では，法律名





















　2014 年 8 月の「子供の貧困対策に関する大綱」を踏まえた 2015 年度の概算要求は，大学等奨学
金など教育の支援（3,339.7 億円），保護者への就労の支援（2.3 億円），施策の推進体制（2 億円）
を合わせて 3,344 億円であり，大学等奨学金 3,196 億円を除くと残りは 148 億円に過ぎなかった（８）。
国の対策が不十分な中で，国民運動の展開により民間資金を集めて日本財団に基金をつくり，
NPO等支援団体への助成を行うこととなった。




（５）　第 183 回国会衆議院厚生労働委員会議録 16 号 30 頁（2013 年 5 月 31 日）。 
（６）　第 183 回国会衆議院厚生労働委員会議録 15 号 27 頁（2013 年 5 月 29 日）。子どもの貧困率算出は，3 年ごとに
行われる国民生活基礎調査に基づいている。2014 年 7 月に発表された子どもの貧困率は，16.3 パーセントで前回
調査より 0.6 ポイント悪化し，過去最悪を更新した。次回は 2017 年 7 月頃に，調査結果に基づく子どもの貧困率
が発表される予定である。
（７）　第 190 回国会参議院決算委員会会議録 2号 35 頁（2016 年 1 月 21 日）。
（８）　内閣府「子どもの貧困対策会議（第 2回）資料 3」（2014 年 8 月 29 日）。
（９）　内閣府「子供の未来応援基金事業審査委員会（第 1回）説明資料」（2016 年 6 月 7 日）。
（１０）　「社説子ども貧困基金／振るわぬ寄付責任は政府に」『河北新報』（2015 年 12 月 24 日）。
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じることを踏まえて，官民の役割分担を考える必要がある。
　この寄付による「子供の未来応援基金」には，2016 年 9 月 25 日現在で 6 億 9,155 万円が集まっ
た（１１）。この基金の初年度の支援先に 86 団体が選ばれ，支援総額は 3億 1,500 万円，1団体当たり平










当法改正案が提出され，ひとり親家庭の中でも多子世帯に対する支援額が，第 2子 1万円，第 3子
6,000 円に倍増された。児童扶養手当を受給している世帯約 106 万世帯のうち，第 2 子加算の対象







　一方，高校生等修学支援金は，年収約 910 万円以上の世帯への所得制限が導入された 2014 年度





（１１）　「毎日新聞」2016 年 10 月 27 日。
（１２）　内閣府子供の未来応援国民運動推進事務局「子供の未来応援基金平成 28 年度未来応援ネットワーク事業採択
結果について」（2016 年 10 月）。






















17 万円となり，小学生を 7万円以上上回る（図 1）（１６）。給食費の未納率も，2012 年度は，小学校 0.8






































































学校（低〜高学年）46,761 〜 47,047 円，中学校 53,702 円である。
（出所）文部科学省「平成 26 年度子どもの学習費調査」2015 年 12 月より作成。
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